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　昨今国内では、大きな産業事故
の発生また検査記録の不実記載な
ど、安全に関する信頼が揺らいで
いる。すでに成熟社会となりつつ
ある我国は、膨大な社会・産業イ
ンフラ資産を有しており、これら
の資産を大切に維持、活用するこ
とが重要な時代になっていると考
えられる。そのような中で、世界
との比較でいえば、かなり厳しい
規制のあるにもかかわらず、我が
国で問題が多発する原因を詳細に
解析し、安全で安心な社会を維持
するための保全に関する技術の整
備が急務といえる。
　上記トラブルの原因として、社
会および産業インフラを構成する
多くの構造物の老朽化、保全関係
技術者の減少、技術伝承の不備、
時代遅れの規制などの問題が指
摘されている。一方で、国際競争
の激化の中で、すべての製造業に
おいてはコストダウンは必須であ
り、プラントの効率的運用が求め
られている。つまり老朽化した設
備においても安全を損なうことな
く、低コストで維持するための技
術開発、人材育成、関連政策の整
備が極めて重要である。
　そのような中で、欧米から始ま
ったリスク（破損の起きる確率×
破損による被害の大きさ）を基準
にした維持管理手法であるRBM
（リスクベースメンテナンス）が
最近注目されている。RBM手法
は、リスクの大きさを指標に保全
の優先順位を付けることで、無駄
な検査を省略し、リスクの大きい
ところに優先的に投資がなされる
という合理的な手法である。安全
安心社会とは、全ての構造物のリ
スクが許容値以下になっているこ
とと定義でき、RBM手法は我国
での定着が期待されている。
　さらに、社会および産業インフラ
の延命は大量の廃棄物の削減をも
たらすので、環境保全の観点から
も既存インフラの長期の安全な活
用方法の確立は急務となっている。
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1．背　景
　現存する構造物の多くは、材料
としてコンクリートと鉄鋼が主に
使われている。構造物が安全に運
用されるということは、言い換え
ると破損せずに運用されるという
ことである。構造物の使用中の破
損は、構成材料であるコンクリー
トや鉄鋼固有の破壊機構によるも
のである。我々がコンクリートや
鉄鋼を構造材料として使用してき
た歴史は長く、多くの破壊事例を
経験し、破壊機構の全てが解明さ
れているといえる。
２‐１
破壊機構
　コンクリートと鉄鋼について解
明されている破壊機構を以下に述
べる。
盧コンクリートの破壊
　コンクリートの使用中破壊は、
図表１に示す機構によってコンク
リートの強度が低下（劣化）し、
繰返し、衝突、地震荷重などによ
って破壊、剥落することによって
発生する。
盪鉄鋼の破壊
　鉄鋼の使用中破壊は、図表２に
示す機構によって発生する。
２‐２
寿命予測
　解明されている破壊機構につい
て、これらの破壊を予測（いつ、
どこで発生するかを知る）できれ
ば、安全な運用が可能である。そ
れぞれの破壊機構ごとに寿命予測
技術の研究開発が行われてきた。
　コンクリートおよび鉄鋼の破
2．構造物の保全に関する技術の現状
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壊機構の中で、鉄鋼のクリープ破
壊に対する予測（寿命評価）が最
も進んでいる。ボイラ、タービン
などのように高温で使用される設
備では、クリープは不可避である
ため、クリープを許容する設計が
なされる。従って、寿命評価をし
ながら継続使用することになるた
め、寿命評価技術の確立が不可欠
であり、寿命予測の研究はクリー
プ破壊に対して最も進んでいる。
一方、疲労および腐食は設計時に、
これらを回避するように設計され
ており、それらの発生を防止する
手法に研究の重点が置かれ、疲労
および腐食に関する寿命評価手法
の確立は十分とはいえない。
　火力発電用ボイラの伝熱管の
クリープ寿命評価の例を以下に
示す。図表３はボイラ鋼管が高温
の一定荷重下で時間とともに変形
が進展し、最終的に破断する現
象（クリープ曲線）を示してい
る。図中に示す写真は、クリープ
変形の進展とともに材料内部で組
織変化が起こっていることを示し
ている。寿命予測は、対象となる
部材が現在、全寿命のどの位置に
あるかを非破壊的手法で知ること
である。この図からボイラ鋼管の
ひずみ量、組織変化の度合いの計
測によって、全寿命のどの位置に
あるかを知ることができることが
分かる。鋼管の数％程度の変形量
の直接計測は特別なケースを除い
て難しいが、管表面を研磨して組
織変化を観察すること、超音波を
用いてボイド、微小亀裂を検知す
ることは可能である。現在ボイラ
鋼管の寿命は他のパラメータ（材
料硬さ、析出物特性、電気抵抗な
ど）を用いて評価する方法も開発
されている。経済産業省のボイラ
定検周期延長指針では、計算など
の簡便法で求めた消費寿命率に対
して、図表４に示すいずれかの方
法で寿命を詳細に予測して十分な
寿命が確認できれば、定検周期を
2年から 4年に延長できると定め
　図表２　鉄鋼の破壊機構と概要
破壊機構 概要
疲労
金属材料は静的負荷条件では破壊しない荷重でも、荷重の繰返しによっ
て破壊に至る。疲労破壊と呼ぶ。一定の応力（疲労限）以下では、疲労
は起こらないので、通常、疲労が起こらないような負荷応力になるよう
設計されるが、予期せぬ応力集中などによって疲労破壊が起こる。鉄鋼
材料の破壊現象の中で、最も頻度の多い破壊機構である。
???
?
全面腐食
均質な表面に均質な腐食媒体（化学物質など）が接触し、均一に腐食が
進行（肉厚現象）するもので、腐食を検知しやすい。
局部腐食
（孔食）
表面形状の不連続、腐食媒体の流れの不均一などによって、局部的に腐
食が進行するもので、深さ方向への侵食が速く（ピット状）検知が難しい。
応力腐食
割れ（SCC）
応力の存在下で割れ状に腐食が進行するもので、割れ進展速度が速く。
最も危険な腐食現象である。ステンレス鋼の塩素イオン下でのSCCが最
もよく知られている。
クリープ
金属材料は常温では変形、破壊の発生しない負荷条件でも、一定の温度
以上では時間とともに変形が進行し、破壊に至る。これをクリープ（ま
たはクリープ破壊）と呼ぶ。
材料特性劣化を
原因とする脆性
破壊や腐食損傷
金属材料は高温で拡散によって原子が移動し、組織変化が起こり、材料
特性の低下が起こる。材料特性の低下後は、これまでの使用条件でも破
損が起きる。例えば、
蘆 一定期間高温での使用後の鞭性の低下（焼戻し脆化、クリープ脆化、
475℃脆化、シグマ相脆化など）による脆性破壊
蘆耐食性の低下（鋭敏化など）による腐食損傷
　図表３　Cr-Mo 鋼のおけるクリープ損傷の進展模式図
　図表１　コンクリートの劣化機構と概要
劣化機構 概要
中性化
主に大気中の二酸化炭素や雨水の浸透によってコンクリートの結合が
低下し、鉄筋を腐食させ、膨張した錆によってコンクリートにひび割
れが発生する。
塩　害
海水などから来る塩化物イオンがコンクリート中を浸透し、鉄筋を腐
食させ、膨張した錆によってコンクリートにひび割れが発生する。
凍　害 コンクリート中の水分の凍結により膨張、ひび割れが発生する。
アルカリ骨材反応
製造時に塩化物イオンが含まれていた場合（海砂の使用など）、時間経
過とともに骨材と反応して、コンクリートの結合が低下し、鉄筋を腐
食させ、膨張した錆によってコンクリートにひび割れが発生する。
化学的腐食
化学薬品などに接する環境で使用される場合、腐食性物質の浸透によ
って、コンクリート強度の低下および鉄筋の腐食が起きる。
疲　労 荷重が繰り返されることによって、コンクリートにひび割れが発生する。
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ている。
　火力発電用ボイラでは、保全に
おいて寿命評価手法が活用され、
寿命の合理的延伸が図られてい
る、最も進んだ例といえる。全体
的に鉄鋼構造物の寿命診断はかな
り進んでいるといえるが、全ての
社会、産業インフラについて、寿
命評価指針が確立され合理的な保
全が実施されることが望まれる。
　また、コンクリート構造物は鉄
鋼構造物より大きな安全率で設計
され、地震災害など以外、通常使
用下での劣化による大きな破損事
故が未だ発生していないので、寿
命評価の必要性が低く、研究は未
だ十分ではない。図表５１）に塩害
による劣化過程の模式図を示す。
定性的には劣化過程は明らかにさ
れているが、劣化度を測る具体的
手法の開発はこれからである。50
年を超えるコンクリート構造物が
増えてくる近い将来に向けて、寿
命予測技術の研究開発が強く望ま
れる。
２‐３
技術以外の問題点
盧保全を担う人材
　これまで安全な運用を行ってき
たのは、設計、保全関係の熟練技
術者であった。我国では 1960 年
後半からの高度経済成長期に各種
プラントの建設ラッシュがあり、
多数の優秀な技術者がそれらの建
設に関わり、現場での貴重な知識、
経験を得た。その後、彼らがプラ
ントの保全に関わり、熟練者とな
って、プラントの安全操業を支え
てきた。また、研究においても構
造材料の研究開発は 1970 年代に
ピークを迎え、材料開発のみなら
ず上述した破壊機構の研究に多数
の研究者が関わり、機構解明およ
び予知技術の開発が進展した。し
かし、近年プラント建設は激減し、
構造材料の開発も一段落して、現
場技術者が経験を積む機会がなく
なり、構造材料の研究も極めて不
活発になっている。さらにコンピ
ュータによる計測や制御の進歩に
よって現場の合理化が進み、保全
技術者の数が減少している。
盪国際化
　従来の日本ではすべての社会、
産業インフラは、国内で製造され
た材料を用いて、国内で設計、製
作されていた。しかし近年、国際
化の波の中で外国製品（材料を含
む）の導入が進んでいる。国内製
品は規格基準の幅の上限に近い品
質のものが多いが、外国製品は、
下限を含む品質に大きなばらつき
がある。均質で高い品質の製品に
馴染んできた我が国にとって、ば
らつきの大きい製品を安全に保全
するための新たな対応が必要とな
っている。具体的には、外国製品
の規格・品質データベースの確立
などが望まれる。
　図表４　指針に示されている非破壊的クリープ損傷評価法
??
?
硬さ測定法
結晶粒変形法
組織対比法（母材）
炭化物組成測定法
析出物粒間距離法
??
??
?
硬さ測定法
炭化物組成測定法
電気抵抗法
超音波法
Aパラメータ法
ボイド面積率法
ボイド個数密度法
組織対比法（溶接部）
 ０ クリープ損傷率（％） 100
　図表５　コンクリートの塩害による劣化進展モデル
42
科学技術動向　2004 年６月号 構造物保全技術とリスクベースメンテナンス（RBM）
43Science & Technology Trends   June  2004
特集4
　我が国では 2003 年 10 月から
原子力発電設備の維持基準が施行
された。従来発電設備では、検査
によって検出された欠陥は全て修
復することが求められていたが、
維持基準では欠陥の一定期間後の
進展を予測し、構造強度の低下程
度を評価して、安全基準を満たし
ている場合は、そのまま使用する
ことを可能とした。具体的評価は
日本機械学会の「維持基準（評価
規定）」に適合することが求めら
れ、詳細解析が必要であるが、微
細な欠陥を溶接補修することによ
る弊害（残留応力の発生など）を
考えると、維持基準はより合理的
で信頼性の高い保全を原子力発電
設備で可能にしたといえる。
　そのような動きの中で、リスク
（破損の起きる確率×破損による
被害の大きさ）を基準にした維持
管理手法であるリスクベースメン
テナンス（RBM）（次項に詳細を
述べる）が最近注目されている２）。
　RBM手法の確立には、保全関
係の広範囲な研究開発が必要であ
り、産業界、学会が大きな関心を
寄せている。日本高圧力技術協会
（HPI）ではRBM研究委員会が３
年前から活動している。化学工学
会装置材料委員会保全分科会では
RBMに関する調査を実施してい
る。譛エンジニアリング振興協会
では、譛機械システム振興協会か
らの委託研究として、「機械シス
テム等のメンテナンス最適化のた
めのRBM手法の開発に関するフ
ィージビリティスタディ」３）を
2003年から２年間の予定で実施し
ている。また、同協会は 2004 年
から国家プロジェクトとして「産
業・社会資本構造物の長寿命化
に向けた高度メンテナンスシステ
ムの開発」を実施する。C日本
学術振興会は 2004 年度から「化
学プラントのリスクベース保全技
術」に関する先導的研究開発委員
会を設置した。
　海外では米国石油学会（API）
が石油精製プラント向けのリ
スクベース検査（RBI）のガイ
ドライン４～５）を作成し RBI の
普及を進めており、米国機械学
会（ASME）でも各種プラント
用のRBI ガイドライン６）の作成
を進めている。欧州では全体で、
RIMAP（Risk Based Inspection 
and Maintenance Procedure for 
European Industries）プロジェク
トを推進している。
　このようにRBMに対しては国
内では産学官ともに深い関心を示
し、欧米でも組織的に研究開発が
進められている。
　その他、2003 年 10 月に原子力
発電設備を中心とした保全技術を
扱う保全学会（会長宮慶大教授）
が設立された。また、2001 年か
らC物質・材料研究機構のプロ
ジェクトとして「材料安全使用の
ための材料リスク情報プラットフ
ォームの開発に関する研究」が 5
年計画で進められている。C科
学技術振興機構の「失敗知識デー
タベース」プロジェクト（2001年
から 5年計画）で各種プラントに
おける損傷事例の収集が進んでい
る。さらにC物質・材料研究機
構では、30年以上にわたりクリー
プおよび疲労のデータシートを作
成してきており、世界に誇れる貴
重なデータベースである。
　上記から、現在、産学官で保全
に対する重要性の認識が高まってお
り、欧米に比べても技術的ポテンシ
ャルは十分に高いと判断できる。
3．保全に関する最近の国内外動向
　リスクは図表６７）に示すように
安全と危険を包含したもので、リ
スクの低い側をより安全、リスク
の高い側をより危険とする概念で
ある。これまで我国では、絶対安
全が求められたが、安全と危険の
境界は不明瞭である。リスク管理
の概念では、危険と安全の境界は
リスクの許容値であり、許容値の
決定に広い領域の人が関与するこ
とで、危険と安全についての広い
コンセンサスが得られるものであ
る。具体的にリスクは「破損の起
きる確率」と「破損による被害の
大きさ」の積として表現される。
　RBM手法は欧米から始まり、
我が国でも一部適用が始まってい
る８）。リスクの大きさを指標にメ
ンテナンスの優先順位を付けるこ
とで、無駄な検査を省略し、リス
クの大きいところに優先的に投資
がなされるという合理的な手法で
ある。２項で述べた既開発技術は
「破損の起きやすさ（確率）」を査
定する要素であったが、その破損
によって、どのような被害が発生
するかを査定することが必要にな
る。リスクを基準にすることで、
必要なところの保全が重点的にな
され、低コストで信頼性の高い保
全が可能となる。
　図表７にRBMの実施手順の一
4．リスクベースメンテナンス（RBM）の概要
　図表６　リスクの概念
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例と必要な開発項目を示す。こ
こでの手順としては以下の通り
である。
盧準備
藺 対象範囲の決定：RBM適用範
囲（プラント全体、特定機器な
ど）の決定（経営者判断）
藺 被害の想定：対象範囲内で起き
うる損傷による人的、経済的、
環境への被害を想定する。
藺 階層化（評価目録作成）：対象
範囲を階層化し、評価すべき最
小単位（評価部位）をリストア
ップする。全部位に懸念される
損傷機構を設定する。
藺 プラントデータ収集入力：設計
条件、運転履歴、検査結果など
のデータを収集整理する。
盪評価
藺 リスク評価：「破損による被害
の大きさ」と「破損の起きやす
さ」を下記のように個別に算定
し、図表８９）に示すリスクマト
リックスにプロットして表現す
る。図表８は半定量的方法で、
それぞれを 4段階のレベルに分
けて表現した（４×４である必
要はない）。
　 　さらに、詳細の算定をすれば、
破損起きやすさを確率、被害
の大きさを金額で表現すること
も可能である。リスクランキン
グ結果は次回の検査時の検査項
目、補修などの保全計画に反映
される。ここでは４段階のリス
クカテゴリーごとに対応レベル
を決めている。
藺 被害の大きさ算定：破損による
人的被害、経済的被害を算出す
る。プロセス流体が爆発性、毒
性、環境汚染性を有する場合は、
熱・流体解析技術を用いた流体
流出量、拡散範囲などの詳細解
析を行って被害を算定する。
藺 破損の起きやすさ算定：過去の
事例から求まる破壊確率、寿命
評価、検査の有効性、運転の過
酷さ、管理状況などから、設定
された期間における破損の起き
やすさを算定する。
蘯メンテナンス計画と実施
藺 メンテナンス計画作成：リスク
評価の結果、リスクの高い部位
にリスクを下げるための対応策
を含めたメンテナンス計画を作
成する。リスクを下げる対応策
には、より有効な検査方法、モ
ニタリングの実施、運転条件の
改善、被害低減策の実施などが
ある。
藺 メンテナンス実施：上記計画に
従ってメンテナンスを実施する。
　図表７　RBM手順の一例と研究開発項目
　図表８　リスクランキング図と対応例
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　メンテナンスで得られたデータ
は、プラントデータとしてフィー
ドバックされ、次回のメンテナン
スへ反映される。これを繰り返す
ことで、データが蓄積整理され、
信頼性が向上する。さらに結果と
して、記録の電子化、技術の伝承
がもたらされる。
　また、RBM手法の確立のため
に必要な開発項目は以下の通りで
ある。
藺 損傷データベース：各種プラン
トの損傷事例を収集整理する。
「被害の想定」、「破損起きやす
さ算定」に使用する。
藺 被害査定手順ガイド：「被害の
想定」と「被害の大きさ算定」
を行うためのガイドライン。
藺 破損機構別起きやすさ評価モジ
ュール：破壊機構ごとの破損感
受性を評価する手法。
藺 寿命診断手法：各種寿命診断手
法を整理し、リスクに与える影
響を評価する。
藺 検査・モニター手法：リスク低
減のための検査・モニター手法
の開発および影響度評価。
藺 リスク管理ガイド：リスクを低
減するための方法についてのガ
イドライン
藺 規格化：破損機構別起きやすさ
評価モジュール、寿命診断手法
を一般に使用しやすい形で規格
化する。
藺  RBM手順のソフト化、基準化：
RBM手順を一般に使用しやす
い形で規格化およびソフト化
する。
　リスクは定量的（金額として）
に表現できるので、保全に対する
投資価値を求めることができ、経
営判断の資料とすることができ
る。金融工学などを用いた先進的
資産管理では、定量的リスク値は
重要な情報として活用されると考
えられる。また、一般市民レベル
と安全に対する考え方を共有しな
ければならない発電所など大型プ
ラントでは、リスク許容基準を媒
体に一般市民との客観的な議論を
可能にするものといえる。これら
のことからもリスク基準管理手法
は広い範囲の人々から注目されて
いる。
　上述のようにRBM手法の実用
化には、３項で述べた「これから
の保全のあり方」の項目をほとん
ど全て必要としており、RBM研
究の推進は、結果的に保全のあり
方を正しい方向に導くものと考え
られる。
5．これからの保全のあり方
　膨大な社会・産業インフラ資産
を大切に維持、活用しなければな
らない我が国において、保全技術
の向上のために、以下のことが必
要であると考えられる。
漓 破損をより精度よく予知するた
めに、先進的センシング技術の
適用などで寿命予測技術を向上
させること。
滷 破壊機構解明および寿命予測技
術に関する長年の研究成果を一
般常識化させ、一般市民を含む
広範囲な人たちが、構造物の安
全運用について共通の尺度で議
論できる環境を構築すること。
　　具体的には以下が考えられる。
蘆 安全に対する一般的共通尺度
となりうるリスクを基準とす
る考え方を普及させる。
蘆 寿命評価手法など、既に確立
されている技術の徹底を図る
ために基準（規格）化および
PCソフト化して利用しやす
くする。
澆保全技術分野の活性化。
蘆 保全技術には幅広い学問領域
を必要とするが、その中心は
材料力学、金属材料学、熱・
流体力学などの成熟分野の学
問であり、現在の我国では、
研究開発、教育において手薄
になりつつある領域である。
保全技術者の育成の点から
も、大学におけるこれら領域
での研究および教育に再び光
を当てる。
蘆 保全技術者の資格認定制度を
確立する。
④ 国際化（外国製品の導入が進
む）に対応した仕組みを構築
すること。
蘆 世界的な材料特性、材料規格、
破損事例などを、誰でも容易
に使用できるデータベースと
して整備する。
　上述の結果を踏まえて、下記の
科学技術政策を提言する。
漓 保全技術のうち寿命予測手法、
リスク評価手法（ソフト）およ
び保全関係（破損事例、材料特
性など）データベースは、誰で
もが使用できて、評価基準は広
くコンセンサスがえられている
ものでなくてはならない。また、
社会インフラは国の責任におい
て保全されるものが多い。従っ
て、これらの開発には国の研究
開発予算を投入すべきである。
差し当たって、産官学が一致し
て関心を寄せているRBM研究
を国の予算で推進することが効
果的と考えられる。学協会など
6．結　論
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公的機関に予算を投入し、委員
会を設置して、手法、基準開発
を進めるべきであると考える。
滷 保全は材料力学、鉄鋼材料など
構造材料学、熱・流体力学など
の工学を総合する領域である。
これらの工学は成熟分野であ
り、研究的魅力が薄れるととも
に、学生の関心も低くなってい
る領域であるが、構造物を安全
に維持するために不可欠な工学
分野である。
　 　これらの工学を安全という新
たな視点から捉えて、安全学、
資産価値評価のための金融工
学など社会科学的分野を含めた
新しい研究開発・学問領域とす
ることが可能であると考えられ
る。欧米でも体系化されていな
い保全を学問体系化し、大学院
に保全学専攻課程または保全技
術研究センターを設置して、国
内外の広範囲な人材を集めて研
究、教育を促進することが望ま
れる。
澆 保全関連基準の整備および技術
進歩にあった規格、基準の速や
かな制定および改定を官民一体
となって実施することが望まれ
る。保全の合理化を促す基準は
規制緩和の流れの中で歓迎され
ると考えられる。
潺 保全技術者が減少する中で、少
数の技術者の質を確保する意味
で、学協会による保全関連の技
術者資格認定を国の政策として
積極的に推進する必要がある。
　これまでに述べたRBMの実用
化など保全の近代化、合理化の進
展は、以下のような波及効果も期
待され、早急な実現が望まれる。
蘆 将来の企業経営には保全コス
トが大きな比重を占めると予
想されるが、リスクおよび保
全コストの定量化は重要な経
営判断指標となるとともに、
経営工学と保全学との融合に
よる新たな学問領域を開く可
能性がある。
蘆 保全技術の確立は、設備の安
全な長寿命化をもたらし、結
果として産業廃棄物の大幅な
削減をもたらす効果がある。
蘆 保全技術の確立と実践の結
果は、新規建設の構造物の
設計、製造に反映され、構
造物の寿命を考慮した最適
設計法の確立などリスクベ
ース工学への発展もたらす
ことが期待される。10～ 11）
蘆 何年か後に同じ状況を必ず迎
える周辺諸国に対して、指導
的立場を確保するとともに、
保全事業の海外展開を可能に
すると予想される。
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